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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第90期
第３四半期
連結累計期間

第91期
第３四半期
連結累計期間

第90期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 （百万円） 155,483 153,854 223,301

経常利益 （百万円） 10,025 10,855 14,125

親会社株主に帰属する四半期

純利益又は親会社株主に帰属

する当期純損失(△)

（百万円） 5,821 7,282 △16,600

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 4,281 8,326 △22,703

純資産額 （百万円） 138,329 117,811 111,340

総資産額 （百万円） 315,401 289,709 293,138

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり当期純損失金額

(△)

（円） 79.42 99.10 △226.62

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 43.17 40.19 37.53

 

 

回次
第90期
第３四半期
連結会計期間

第91期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 36.38 29.56

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 第90期第３四半期連結累計期間及び第91期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額については、潜在株式が存在しない為記載しておりません。第90期の潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しない為記載しておりません。

４. 平成28年10月１日を効力発生日として、５株を１株とする株式併合を実施したため、前連結会計年度の期首に

当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額を算定してお

ります。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間における海外経済は、米国を中心に先進国経済が堅調に推移したことに加え、資源価格

の持ち直しが新興国の景気を底入れし、一部に弱さは見られるものの全体としては緩やかな景気回復が続きました。

わが国経済も、雇用・所得環境の改善などを背景に緩やかな回復基調で推移しましたが、米国の通商政策による輸出

企業への影響など、先行きに対しては不透明な状況が続いております。

このような状況のもと、当社グループにおきましては、一昨年５月に策定した平成29年度までの３ヵ年の中期経営

計画（JGP2017）に沿って、顧客のバリューチェーンの要衝においてトップシェアを目指す「グローバル＆ニッチ

トップ企業グループへの飛躍」を目標に、①現有事業の収益力拡大、②新製品・新規事業の育成・早期戦力化、③グ

ループ経営の強化とアライアンスの推進を基本方針とした事業活動を推進しております。

当社グループにおける当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は、素形材・エネルギー事業が減

少したものの、産業機械事業が伸長したことにより、前年同期並みの1,538億54百万円（前年同期比1.0％減）となり

ました。損益面では、営業利益は103億29百万円（前年同期比7.6％増）、経常利益は108億55百万円（前年同期比

8.3％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は72億82百万円（前年同期比25.1％増）となりました。

 

○セグメントの業績は次のとおりであります。

（素形材・エネルギー事業）

売上高は、前年同期に大型案件の売上があったクラッド鋼管が反動減となったことから、347億38百万円（前年同

期比39.4％減）となりました。

営業損益は、減価償却費が減少したものの、クラッド鋼管の売上高の減少が影響し、営業損失23億50百万円（前年

同期は営業利益６億91百万円）となりました。

（産業機械事業）

売上高は、樹脂製造・加工機械及びレーザーアニール装置が増加したことから、1,176億88百万円（前年同期比

22.1％増）となりました。

営業利益は、売上高の増加及びコスト改善を主因として、127億82百万円（前年同期比48.9％増）となりました。

（不動産その他事業）

売上高は14億28百万円、営業利益は７億47百万円となりました。

 

（２）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末比34億28百万円減少し、2,897億９百万円とな

りました。これは主に、現金及び預金や受取手形及び売掛金などの流動資産が減少したためであります。

当第３四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末比98億99百万円減少し、1,718億98百万円となり

ました。これは主に、風力事業損失引当金などの流動負債及び長期借入金などの固定負債が減少したためでありま

す。

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末比64億71百万円増加し、1,178億11百万円とな

りました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上によるものです。自己資本比率は40.2％（前連結

会計年度末は37.5％）となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

Ａ．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者が、当社の企業価値及び株主共同の利益を確保・向上

させる者であるか否かの判断は、最終的には当社株主の総体意思に基づき行われるべきものであると考えます。

しかしながら、外部者である買収者から買収の提案を受けた際に、当社株主の皆様が当社の有形無形の経営資

源、将来を見据えた施策の潜在的効果その他当社の企業価値を構成する要素を十分に把握した上で、当該買収が

当社の企業価値及び株主共同の利益に及ぼす影響を短期間のうちに適切に判断することは必ずしも容易でないも
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のと思われます。従いまして、当社株主の皆様に買収の提案の内容を検討するための十分な情報や時間を提供せ

ずに、当社株式の大量取得や買収の提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては不

適切であると考えます。

また、買収提案の中には、その目的等から見て当社の企業価値及び株主共同の利益に対する明白な侵害をもた

らすものや当社株主の皆様に当社株式の売却を事実上強要するもの等もあります。当社は、このような買収提案

を行う者についても、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

当社は、以上のような考え方を当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針とし

ております。

Ｂ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

当社は、平成26年５月７日開催の取締役会において、買収者等が当社株券等に対する買付等（当社が発行者で

ある株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付け、または公開買付けに係る株券等の株券

等所有割合及びその特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付けをいいます。）を行う前に

経るべき手続やルールを定めた「当社株券等の大量買付行為に関する対応策（買収防衛策）」の更新を決議し、

平成26年６月25日開催の第88回定時株主総会において、株主の皆様のご承認をいただきました（以下、更新後の

対応策を「本プラン」といいます。）。

本プランは、新株予約権の無償割当てを用いた事前警告型の買収防衛策であり、具体的内容の概要は以下のと

おりであります。

なお、本プランの詳細内容につきましては、当社ホームページ（http://www.jsw.co.jp/）に掲載の平成26年

５月７日付「当社株券等の大量買付行為に関する対応策（買収防衛策）の更新について」をご参照ください。

①　本プランの発動に係る手続の設定

本プランは、当社株券等に対する買付等が行われる場合に、買付者または買付提案者（以下、「買付者等」

といいます。）に対し、当社の企業価値及び株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、当社経営

陣が事前に当該買付等に関する情報の提供を求め、当該買付等についての情報収集、検討等を行う期間を確保

した上で、株主の皆様のご意向を仰ぐための手続を定めています。

②　新株予約権の無償割当てと独立委員会の利用

買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を行う等、買付者等による買付等が当社

の企業価値・株主共同の利益を著しく害するおそれがあると認められる場合には、当社は、当該買付者等によ

る権利行使は認められないとの行使条件及び当社が当該買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権

を取得する旨の取得条項が付された新株予約権（以下、「本新株予約権」といいます。）を、その時点の全て

の株主に対して新株予約権無償割当ての方法により割り当てます。

なお、本新株予約権の無償割当ての実施、不実施または取得等の判断については、当社経営陣から独立した

社外の有識者（実績ある会社経営者、官庁出身者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士及び学識

経験者等）で構成される独立委員会を設置し、その判断を経ることで、当社取締役会の恣意的判断を排すると

ともに、株主の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしています。

③　本新株予約権の行使及び当社による本新株予約権の取得

仮に、本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされた場合で、買付者等以外の株主の皆様による本

新株予約権の行使により、または当社による本新株予約権の取得と引換えに、買付者等以外の株主の皆様に対

して当社株式が交付された場合には、当該買付者等の有する当社株式の議決権割合は、最大50％まで希釈化さ

れる可能性があります。

Ｃ．上記Ｂ．の取組みについての取締役会の判断及びその判断に係る理由

本プランは、当社株券等に対する買収提案がなされた際に、当社株主の皆様が当該買収提案の可否を判断する

に当たって必要な情報や相当な検討期間を確保するために定めたルール及び手続です。本プランにおいて、新株

予約権の無償割当てがなされるのは、買付者等が本プランに定められた手続に従うことなく買付等を開始した状

況下で、独立委員会が本新株予約権の無償割当てを勧告する場合等を除き、株主総会の決議によることとしてお

り、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を重視することを意図して設計されております。また、本

プランは当社経営陣から独立した社外の有識者から成る独立委員会の設置や対応措置のための合理的な客観的発

動要件の設定等、当社取締役会による恣意的な判断が排除される仕組みが確立されており、当社取締役の地位の

維持を目的とするものではありません。

以上より、本プランはＡ.の基本方針に沿うものであると判断しております。
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（４）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は29億14百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

（注）平成28年６月24日開催の第90回定時株主総会決議に基づき、平成28年10月１日を効力発生日とし、定款変更を実施

いたしました。これにより、普通株式の発行可能株式総数は800,000,000株減少し、200,000,000株となりました。

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 74,292,607 74,292,607

東京証券取引所

　　（市場第１部）

名古屋証券取引所

　　（市場第１部）

単元株式数　100株

計 74,292,607 74,292,607 － －

（注）１．平成28年６月24日開催の第90回定時株主総会決議に基づき、平成28年10月１日を効力発生日とし、普通株式５

株につき１株の割合で株式併合を実施いたしました。これにより、発行済株式総数は297,170,429株減少し、

74,292,607株となりました。

２．平成28年６月24日開催の第90回定時株主総会決議に基づき、平成28年10月１日を効力発生日とし、定款変更を

実施いたしました。これにより、普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更いたしました。

３．名古屋証券取引所については、平成29年１月26日開催の取締役会決議に基づき、平成29年１月27日付で上場廃

止の申請を行っております。同証券取引所に申請が受理された後、所定の手続を経て、整理銘柄に指定された

日から、原則として１ヵ月後に上場廃止となる予定です。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
△297,170,429 74,292,607 － 19,694 － 5,421

（注）平成28年６月24日開催の第90回定時株主総会決議に基づき、平成28年10月１日を効力発生日とし、普通株式５株に

つき１株の割合で株式併合を実施いたしました。これにより、発行済株式総数残高は297,170,429株減少し、

74,292,607株となりました。

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,999,000 － 単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式 366,346,000 366,346 同上

単元未満株式 普通株式 1,118,036 － 同上

発行済株式総数  371,463,036 － －

総株主の議決権 － 366,346 －

（注）１．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が10,000株含まれて

おります。また、「完全議決権株式(その他)」欄の「議決権の数」には同機構名義の完全議決権株式に係る

議決権の数10個が含まれております。

２．平成28年６月24日開催の第90回定時株主総会決議に基づき、平成28年10月１日を効力発生日とし、普通株式

５株につき１株の割合で株式併合を実施いたしました。これにより、発行済株式総数は297,170,429株減少

し、74,292,607株となりました。

３．平成28年６月24日開催の第90回定時株主総会決議に基づき、平成28年10月１日を効力発生日とし、定款変更

を実施いたしました。これにより、普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更いたしました。

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社日本製鋼所 東京都品川区大崎１-11-１ 3,999,000 － 3,999,000 1.08

計 － 3,999,000 － 3,999,000 1.08

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 62,018 56,052

受取手形及び売掛金 52,738 ※３ 49,096

商品及び製品 1,987 2,400

仕掛品 58,878 63,065

原材料及び貯蔵品 6,328 6,030

その他 13,871 13,289

貸倒引当金 △248 △212

流動資産合計 195,574 189,722

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 23,180 24,156

機械装置及び運搬具（純額） 9,719 11,939

その他（純額） 15,815 13,314

有形固定資産合計 48,715 49,410

無形固定資産   

のれん 912 676

その他 763 939

無形固定資産合計 1,676 1,616

投資その他の資産   

投資有価証券 30,338 33,890

その他 17,406 15,632

貸倒引当金 △573 △562

投資その他の資産合計 47,171 48,960

固定資産合計 97,563 99,986

資産合計 293,138 289,709

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 53,835 ※３ 51,056

短期借入金 12,569 12,706

未払法人税等 1,456 122

前受金 18,984 18,096

風力事業損失引当金 8,687 5,644

その他の引当金 3,344 3,131

その他 19,597 ※３ 19,877

流動負債合計 118,475 110,634

固定負債   

長期借入金 36,807 34,957

引当金 108 108

退職給付に係る負債 11,315 11,194

資産除去債務 1,307 1,323

その他 13,783 13,679

固定負債合計 63,322 61,263

負債合計 181,797 171,898

 

EDINET提出書類

株式会社日本製鋼所(E01232)

四半期報告書

 9/18



 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 19,694 19,694

資本剰余金 5,467 5,467

利益剰余金 84,554 90,000

自己株式 △2,302 △2,307

株主資本合計 107,413 112,854

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,830 6,065

繰延ヘッジ損益 337 △745

為替換算調整勘定 51 △656

退職給付に係る調整累計額 △1,609 △1,075

その他の包括利益累計額合計 2,609 3,587

非支配株主持分 1,318 1,370

純資産合計 111,340 117,811

負債純資産合計 293,138 289,709
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 155,483 153,854

売上原価 124,380 121,744

売上総利益 31,103 32,110

販売費及び一般管理費 21,504 21,780

営業利益 9,598 10,329

営業外収益   

受取利息 64 32

受取配当金 692 600

雑収入 478 489

営業外収益合計 1,235 1,121

営業外費用   

支払利息 263 204

持分法による投資損失 1 1

支払補償費 5 172

雑損失 538 218

営業外費用合計 808 595

経常利益 10,025 10,855

特別利益   

固定資産売却益 34 68

投資有価証券売却益 126 －

その他 0 －

特別利益合計 161 68

特別損失   

固定資産除却損 641 95

投資有価証券売却損 72 －

その他 38 9

特別損失合計 751 104

税金等調整前四半期純利益 9,435 10,819

法人税、住民税及び事業税 1,953 2,062

法人税等調整額 1,506 1,343

法人税等合計 3,459 3,406

四半期純利益 5,975 7,413

非支配株主に帰属する四半期純利益 153 130

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,821 7,282
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益 5,975 7,413

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,562 2,235

繰延ヘッジ損益 △10 △1,083

為替換算調整勘定 △321 △772

退職給付に係る調整額 199 534

その他の包括利益合計 △1,694 913

四半期包括利益 4,281 8,326

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,181 8,261

非支配株主に係る四半期包括利益 99 65
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　国内連結子会社の一部は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４

月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は

軽微であります。

 

（追加情報）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

室蘭新エネ開発(株) 421百万円 室蘭新エネ開発（株） 390百万円

江津ウィンドパワー(株) 1,107 江津ウィンドパワー（株） 1,047

リース会社の未回収債権に  リース会社の未回収債権に  

対する保証債務 62 対する保証債務 46

従業員他 50 従業員他 29

 

　２　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形裏書譲渡高 75百万円 92百万円

 

※３　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当第３四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期

連結会計期間末残高に含まれております。

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形及び売掛金 －百万円 受取手形及び売掛金 372百万円

支払手形及び買掛金 － 支払手形及び買掛金 878

その他（流動負債） － その他（流動負債） 314

受取手形裏書譲渡高 － 受取手形裏書譲渡高 8

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

減価償却費 7,768百万円 5,626百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

 １．配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日 配当の原資

 平成27年６月24日

 定時株主総会
普通株式 740百万円 ２円 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金

 平成27年11月２日

 取締役会
普通株式 912百万円 2.5円 平成27年９月30日 平成27年12月３日 利益剰余金

 

 ２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成27年５月26日開催の取締役会決議に基づき、自己株式5,173,000株の取得を行いました。この結

果、当第３四半期連結累計期間において自己株式が2,938百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末において自

己株式が3,670百万円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

    配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日 配当の原資

 平成28年６月24日

 定時株主総会
普通株式 918百万円 2.5円 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金

 平成28年11月７日

 取締役会
普通株式 918百万円 2.5円 平成28年９月30日 平成28年12月７日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２
 

素形材・

エネルギー事業
産業機械事業

不動産

その他事業
計

売上高       

（１）外部顧客への売上高 57,367 96,374 1,741 155,483 － 155,483

（２）セグメント間の内部売上高又

は振替高
3,115 1,579 2,423 7,118 (7,118) －

計 60,482 97,954 4,165 162,602 (7,118) 155,483

セグメント利益（営業利益） 691 8,585 734 10,011 (412) 9,598

（注）１．セグメント利益の調整額△412百万円には、セグメント間取引にかかる棚卸資産の調整額等が含まれており

ます。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２
 

素形材・

エネルギー事業
産業機械事業

不動産

その他事業
計

売上高       

（１）外部顧客への売上高 34,738 117,688 1,428 153,854 － 153,854

（２）セグメント間の内部売上高又

は振替高
3,991 650 2,813 7,455 (7,455) －

計 38,729 118,338 4,241 161,310 (7,455) 153,854

セグメント利益（営業利益）又は

セグメント損失（△）（営業損失）
△2,350 12,782 747 11,179 (849) 10,329

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△849百万円には、セグメント間取引にかかる棚卸資産の調整

額等が含まれております。

　　　２．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 79円42銭 99円10銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額　　

（百万円）
5,821 7,282

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
5,821 7,282

普通株式の期中平均株式数（株） 73,306,716 73,492,663

（注）１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２.平成28年10月１日を効力発生日として、５株を１株とする株式併合を実施したため、前連結会計年度の期首に

該当株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

２【その他】

平成28年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額　　　　　918百万円

（ロ）１株当たりの金額　　　　　　　　　　2.5 円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　平成28年12月７日

（注）平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月14日

株式会社日本製鋼所

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上林　三子雄　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野水　善之　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐々木　斉　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本製

鋼所の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本製鋼所及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）1.　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

    ２.　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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